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１ 憲法54条の制定経緯

帝国憲法改正案を帝国議会に提出

総司令部（ＧＨＱ）側 日本側

3月2日案

76条全文削除

総司令部案

第76条 衆議院ノ解散其ノ他ノ事由ニ因リ国会ヲ召集スルコト
能ハザル場合ニ於テ公共ノ安全ヲ保持スル為特ニ緊急ノ必要
アルトキハ、内閣ハ事後ニ於テ国会ノ協賛ヲ得ルコトヲ条件
トシテ法律又ハ予算ニ代ルベキ閣令ヲ制定スルコトヲ得。

日本側に交付

【協議のポイント】

国会機能の維持＋「法律上の緊急事態条項」

・法律の委任で対処可能。

・日本案76条のような条項がなくとも、内閣のエマージェン
シー・パワーで対処可能。

・広汎な委任立法は裁判所で違憲とされるおそれがある。

・超憲法的な運用は弊害が大きい。

・内閣の緊急措置の規定が必要ならば、参議院による国会機能
の代行が適当。

⇒参議院の緊急集会の規定(現行54条と同様の内容)を提案

・やはり、国会を召集不能な場合には内閣が緊急措置をとれる
ようにすべき。

１

協議において、日本側は一貫して不測
の災害等に備える必要性を念頭に交渉



日本国憲法54条として規定（S21.11.3公布、S22.5.3施行）

【帝国議会での審議（金森大臣答弁のポイント）】

・緊急勅令は調法だが、国民意思を無視できる制度とも言える。ないことが望ましい。
・民主政治の徹底と国民の権利保護からすれば、非常の場合の暫定処置は行政権ではなく国会が行うべき。必要に応じて立法により措
置することが適当。

・国会はいつでも開き得る態勢を備えていなければならないが、衆議院解散後70日間は開けない状況である。参議院は、全体の改選期が
なく、いわば万年議会であり、国会制度の趣旨を徹底して実行するための方法として参議院の緊急集会の制度を考えた。

・民主政治を徹底する見地として、衆議院が解散され、未だ内容が充実しないために急に議会を開くことができない特殊な場合につい
て、国民代表である参議院の緊急集会という方法をもって、予測すべからざる緊急の事態に対して暫定の措置をとり得る方途を、特
別な規定をもって補充した。

帝国憲法改正案を帝国議会に提出（再掲）

２

【制定経緯から導き出されるポイント】

① 自然災害等の緊急事態を念頭において、そのような場合には内閣ではなく国会で対応す
る(「国会中心主義」)という明確な意思決定が存在

② 解散後70日間（程度）は開けない状況にある衆議院に代わり、「万年議会」たる参議院
に緊急事態への暫定処置を任せるという方策を選択



○日本国憲法

〔総選挙、特別会及び緊急集会〕

第５４条 衆議院が解散されたときは、解散の日から四十日以内に、衆議院議員の総選挙を行
ひ、その選挙の日から三十日以内に、国会を召集しなければならない。

② 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。但し、内閣は、国に緊急の必
要があるときは、参議院の緊急集会を求めることができる。

③ 前項但書の緊急集会において採られた措置は、臨時のものであつて、次の国会開会の後十
日以内に、衆議院の同意がない場合には、その効力を失ふ。

○国会法

〔緊急集会の請求と集会〕
第９９条 内閣が参議院の緊急集会を求めるには、内閣総理大臣から、集会の期日を定め、案件を示して、参議
院議長にこれを請求しなければならない。

② 〔略〕

〔議案の発議〕
第１０１条 参議院の緊急集会においては、議員は、第九十九条第一項の規定により示された案件に関連のある
ものに限り、議案を発議することができる。

〔閉会宣告〕
第１０２条の２ 緊急の案件がすべて議決されたときは、議長は、緊急集会が終つたことを宣告する。

２ 憲法54条及びこれに関連する国会法の規定

３



解散時限定説 任期満了時類推適用説

場面

• 衆議院の任期満了時における類推
適用を否定するものではない

• しかし、条文上は衆議院解散時の
みと読むのが自然であり、任期満
了時も集会できるように明文規定
を置くべき

• 衆議院解散と任期満了という原因
に違いがあるとはいえ、現に衆議
院議員が存在せず、国会が召集で
きないという状況においては何ら
の径庭はないことから、任期満了
時についても類推適用可能

「場面」については、54条１項・２項に「衆議院が解散されたとき」との文言が
あることを踏まえ、以下のような議論がある。

３ 「参議院の緊急集会」の射程に関する論点

４

（１）「場面」（「解散時」に限られるか否か）



＊１ 高辻正巳「参議院の緊急集会について」自治研究29巻7号（1953年）3・4頁
＊２ 樋口陽一『憲法Ⅰ』（青林書院、1998年）235頁
＊３ 長谷部恭男編『注釈日本国憲法（3）国民の権利及び義務（2）・国会 §§25～64』（有斐閣、2020年）690頁〔土井真一執筆部分〕
＊４ 令和5年5月18日の衆議院憲法審査会（大石参考人）及び令和5年5月31日の参議院憲法審査会（松浦参考人）
＊５ 令和5年5月18日の衆議院憲法審査会（長谷部参考人）及び令和5年5月31日の参議院憲法審査会（長谷部参考人及び土井参考人）

限定説 無限定説

期間

(a)総選挙実
施が見通

   せる場合

〔総選挙実施が見通せる場合を前提に期間限定とするもの〕

• 緊急集会の活動期間は、解散から特別会召集までの最長70日間［高辻正巳＊1、
樋口陽一＊2］

• 議員が選出され特別会の召集が可能となった以上は、緊急集会を求めるこ
とは不可(結果として40日＋α)［土井真一＊3］

(b)総選挙実
   施が見通
   せない場
   合

〔総選挙実施が見通せない場合にお
いても期間限定が及ぶとするもの〕

• 「54条1項・2項の連関構造」を前
提とすると、上記(a)の場合と同様
に、衆議院解散から40日（あるい
は70日)程度の期間を想定している
ことは、文理上明確

• また、緊急集会は二院制の例外で
あり、厳格に解釈すべき

［大石眞、松浦一夫］＊4

〔総選挙実施が見通せない場合にお
いては期間限定はないとするもの〕

• そもそも、54条1項の本来的趣旨は
「現政権の居座り防止」

• また、54条2項には緊急集会の活動
期間を限定する文言は見られない

• さらに、非常時においてはまずは
生き延びることが大事であり、そ
のためにはルールは可能な限りで
守るしかないとする「緊急事態の
法理」に鑑みれば、活動期間の限
定はないと考えるべき 

［長谷部恭男、土井真一］＊5

○ 「期間」については、「54条１項・２項の連関構造」及び「緊急事態の法理」に関連して、いく

つかの解釈が唱えられている。

○ これらの学説の主張を理解するためには、(a)「総選挙実施が見通せる場合」と（b)「総選挙実施

が見通せない場合」とを区別して、それらの射程を整理することが一つの方法だと思われる。

５

54条1項・2項の連関構造

緊急事態の法理

（２）「期間」（集会要求期間・活動期間）



憲法改正

内閣不信任（衆議院のみの権限）

条約承認 予算議決 法律議決 その他総理指名

衆議院 参議院

※ 全ての国会権限を代行し得ることを出発点として、①「国会」の権限の範囲、
②「衆議院の優越」に関する統治機構の構造論、③「国に緊急の必要があると
き」という緊急性の要件などを念頭に、どこまで行使できるのかについては
様々な解釈が行われている

憲法改正

条約承認？ 本予算議決？ 法律議決 その他総理指名？

内閣不信任（衆議院のみの権限）

参議院の緊急集会 ＝「国会」の代行機関

「権限」は、「『衆議院の優越』に関する統治機構の構造論」及び「緊急性の要件（「国に緊急の必要が
あるとき」）」に関わる論点であり、以下のような議論がある。

限定説 広範説

権限

• そもそも衆議院の権限である内閣不信任決議は不可
• 緊急性の要件の観点等から憲法改正は不可

• 衆議院の優越及び緊急性の要件の観
点等から、内閣総理大臣の指名、条
約締結の承認、本予算の議決は不可

• 緊急の必要があると内閣が判断し、提
案された案件である限り、法律制定や
本予算の議決、条約締結の承認につい
ても別段の制約はない

• 内閣総理大臣の指名についても、例外
的に認めざるを得ない場合もあり得る ６

〈前提〉参議院の緊急集会の法的位置付け（国会代行機関）と権限のイメージ

（３）「権限」

「万年議会」である参議院の存在意義「万年議会」である参議院の存在意義衆議院不在時に緊急事態発生衆議院不在時に緊急事態発生



「案件」については、集会が憲法上「内閣の求め」が前提とされていることとの関係上、（現行国会

法が規定するように）「内閣が示した案件」に限定されるかどうかや、その案件の範囲に関し、以下

のような議論がある。

憲法制限説 国会法自制説・包括的運用説

案件

• 憲法解釈上、緊急集会が取り扱える
案件は限定的と解すべきであり、国
会法の規定はこれを確認したもの

• 案件の限定は憲法上の要請ではなく、
国会法の改正により拡大可能

• 案件の限定が仮に憲法上の要請だと
しても、緊急事態においては、(a)
内閣が示す案件は包括的なものとす
ることや、(b)内閣が示す案件との
関連性要件を緩やかに運用すること
も許容され、その結果、議員の議案
発議権等も広範になり得る

「暫定性」については、54条３項において、参議院の緊急集会で採られた措置には次の国会の開会

後10日以内に衆議院の同意が必要である旨が規定されており、その効力が暫定的なものであること

は当然であると解されている。

※ なお、衆議院が同意しなかった場合の効力は「将来効」であると一般に解されているが、必要に

応じて遡及効も認められ得るとする見解もある［土井真一］＊6。

＊６ 長谷部恭男編『注釈日本国憲法（3）国民の権利及び義務（2）・国会§§25～64』（有斐閣、2020年）706・707頁〔土井真一執筆部分〕

７

（４）「案件」

（５）「暫定性」



第14回国会閉会後の参議院緊急集会
（1952年（昭和27年））

第15回国会閉会後の参議院緊急集会
（1953年（昭和28年））

前国会の閉会原因 衆議院の解散
※吉田茂内閣総理大臣が、与党である自由党内におけ
る自らの支持派「吉田派」と不支持派「鳩山派」の
対立を解消するために行った、いわゆる「抜き打ち
解散」

衆議院の解散
※吉田茂内閣総理大臣の「バカヤロー」発言を契機に
提出された内閣不信任案の可決による、いわゆる
「バカヤロー解散」

衆議院の解散日 8月28日 3月14日

内閣による緊急集会
の請求日

同上 同上

緊急集会の開催期間 8月31日（1日間） 3月18日～3月20日（3日間）

緊急集会の議決案件 ・中央選挙管理会委員及び同予備委員指名の件 ・昭和28年度一般会計暫定予算
・昭和28年度特別会計暫定予算
・昭和28年度政府関係機関暫定予算

・国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の
一部を改正する法律案

・不正競争防止法の一部を改正する法律案
・国立学校設置法の一部を改正する法律案
・期限等の定のある法律につき当該期限等を変更する

ための法律案

衆議院議員の総選挙
の期日

10月1日 4月19日

衆議院の同意を得た
い旨の要求書の提出
日

10月24日（第15回国会（特別会）召集日） 5月18日（第16回国会（特別会）召集日）

衆議院の同意日 10月25日（開会の翌日） 5月27日（開会から10日後）

（参考）参議院の緊急集会の実例

８
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